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■久永市議の質問にたいする教育部長の答弁 2018.02.26.本会議 

私から御質問の「子どもと教員の教育環境改善に向けて」の各項目についてお答えいたします。 

はじめに１点目「少人数学級の推進について」の１項目目「現在行われている少人数学級は子ど

もの学びの向上につながっていると考えるが、どう評価しているか」についてですが、少人数学級

を行っている小学校１・２年生、中学1年生は、人数的な面からみれば、教員も少し余裕をもって

仕事に取り組むことができるのではないかと考えられがちですが、少人数学級は、小学校1年生は

幼稚園・保育園からの進学、中学校1年生は小学校からの進学で、生活面も学習面も大きく変わり、

きめ細かい指導が求められるこの時期の学びに必要であることから行っているものであると考えて

おります。 

次に２項目目「少人数学級は、教員の多忙化解消に大きな役割を果たすと考えるが、大府市の見

解は」についてですが、クラスで行う様々な業務には、人数に比例して増減する業務もあり、これ

らは人数が少ないことで軽減されます。そこから生まれる時間を、多忙化解消と考えることもでき

ますし、一人一人に寄り添った対応や保護者への対応、生徒指導などを今以上に充実できると考え

る教員もおり、少人数学級が、教員の多忙化解消に大きな役割を果たすとは言い切れません。教育

環境の改善の最大の目的は、きめ細かな指導による学びの充実であり、その方策の一つが少人数学

級であると考えております。 

次に３項目目「大府市独自で必要な学年や学校から少人数学級を行う考えはないか」についてで

すが、本市では、小中学校にスクールライフサポーター、通常学級特別支援員、特別支援学級補助

員、養護教諭補助員等を市独自で配置して、様々な角度から教育環境の充実を行っております。今

後も、これらの支援を行うことで教育環境を充実していきます。 

 

次に２点目の「通級指導教室の推進について」の１項目目「通級指導教室の利用状況はどうか」

についてですが、現在、大府小学校・大東小学校・吉田小学校・共和西小学校の４校に通級指導教

室が設置されています。本年度、県への要望により通級指導教室が新設された共和西小学校は、通

級指導教室の設置されていない学校から、既に設置されている学校に通う他校通級を視野に入れ、

水曜日を空けて運営しています。その他、大府小学校と大東小学校が石ヶ瀬小学校から各１名の他

校通級を受け入れており、今後、共和西小学校が北山小学校と共長小学校から、受入を開始する予

定で、設置されている通級指導教室を最大限活用しています。 

次に２項目目「希望する児童生徒全てが通級指導教室を利        用できているのか」

についてですが、現在は通級指導に必要な時間を効率よく確保するために、児童の特性に応じてグ

ループで指導を行ったり、通級指導教室に通う時間を細かく調整するなどして、希望に沿うように

努めています。 

次に３項目目「具体的にどのような効果が見られているのか」についてですが、通級指導教室で

対人関係や社会性を学ぶトレーニングやコミュニケーション能力などを学ぶことで、個の特性を改
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善したり克服したりすることができています。通級指導教室担当教員と個別に話したり、ありのま

まの自分を表現できる時間を過ごしたりすることで、通常学級に戻った時に、落ち着いて過ごすこ

とができる児童も多くなったなどの効果が現れています。 

次に４項目目「各学校への設置に向けた愛知県との課題は何か」についてですが、昨年度に引き

続き本年度も県に対して、中学校に通級指導教室の設置を要望しています。現在の他校通級の実績

を増やすことで、通級指導教室増設の必要性を県教育委員会に伝えていくこととしています。 

次に５項目目「大府市独自で各学校へ設置していく考えはないか」についてですが、平成２８年

６月と１２月の定例会において早川議員から御質問いただいた際にもお答えいたしましたように、

継続して通級指導教室の増設を県へ要望していくことで対応してまいります。 

 

次に３点目「就学援助制度の支給項目の拡大について」の１項目目「勉強やスポーツに欠かせな

い眼鏡等の購入代を就学援助制度の支給項目に加えることについての大府市の見解は」についてで

すが、就学援助制度は、「学校教育法」（昭和22年法律第26号）及び「教育基本法」（平成18年法

律第120号）に基づき、経済的な理由により就学が困難な学齢児童生徒の保護者に対し、市町村が

必要な経費の一部を援助する制度です。 

本市では昨年度、遠足費、ＰＴＡ会費、生徒会費の支給項目を追加するとともに学用品費を増額

しました。さらに、本年度より新入学学用品費を増額し、入学前の３月に前渡しできるようにして

就学援助制度の拡充を図ってきました。就学援助制度を拡充する上では、経済的に困窮している世

帯が、均等に支援を受けられる内容を、タイムリーに受給できるように検討を続けております。 

眼鏡やコンタクトレンズなどは、個人個人の状況によって必要性が左右される支給項目となりま

すので、本市では他市町村の状況や社会情勢も把握しながら、支給項目につきましては、今後も経

済的に困窮している世帯全体が均等に支援を受けられる就学援助制度にしてまいりたいと考えてお

ります。 

以上です。 

 


